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本日の内容

１．路車協調ITSに関する共同研究

２．合流支援情報提供システム

３．今後の課題
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路車協調ITSに関する共同研究
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協調ITSとは

 自動車と道路管理者のそれぞれが保有する情報の相互連携・補完により、
双方にとってメリットをもたらす次世代の路車協調システムを目指す。

社会的メリット
安心・安全な社会の実現
渋滞の削減

社会的メリット
安心・安全な社会の実現
渋滞の削減

次世代路車協調
システムの実現

道路管理者の保有データ
（道路プローブ、工事区間
情報、通行規制情報等）

道路管理活用情報（落下
物、路面損傷等）の生成

自動車の高度化による

多様な情報収集

自動車のメリット
より安全で快適な自動
運転の実現

自動車のメリット
より安全で快適な自動
運転の実現

ブレーキ情報

速度情報

カメラ検知情報

ステアリング情報

位置情報

レーダ検知情
報

ABS 動作情報

先読み情報（渋滞や交通
事故、路面状態）の生成

道路管理者のメリット
道路管理の効率化・低コス
ト化

道路管理者のメリット
道路管理の効率化・低コス
ト化道路管理者
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協調ITSに関する共同研究
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 協調ITS実現のためには、自動車メーカ、電機メーカ、道路管理者等による技術的な
議論が必要であり、国総研において民間参加者を公募して共同研究を実施。

（自動車メーカ3社、電機メーカ7社、コンサル1社、通信事業者1社、道路会社2社）

 政策的に実現すべき35の協調ITSサービスを特定。

第１期 平成24年9月～平成25年12月

（自動車メーカ3社、電機メーカ6社、地図メーカ1社、コンサル1社、財団法人2社、道路会社2社）

 35の協調ITSサービスのうち、自動運転実現に向けて優先度の高い 「先読み情報提供サー
ビス」、「合流支援情報提供サービス」についてシステム構成、情報フローなどを作成。

第２期 平成27年4月～平成29年3月

（自動車メーカ4社、電機メーカ13社、地図メーカ1社、財団法人5社、道路会社6社）

 先読み情報提供サービス ： “情報提供フォーマット”を作成し、受信試験を実施（国総研試験
走路）。

 合流支援情報提供サービス ： “情報提供フォーマット”、“システム構成”を作成し、受信試験

（国総研試験走路）、車両検知センサの精度確認（国総研試験走路、実道）、自動制御による
合流も含めた実証実験を実施。

第３期 平成30年1月～令和3年3月
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共同研究者（第3期）



検討対象の協調ITSサービス
①先読み情報提供サービス：車線規制・路上障害情報提供

車線規制情報
（区間、車線、終了予定等）

工事中

道路管理者

 高速道路下流側での路上障害状況を早期に把握し、上流側の車両に提供
することで、二次災害の防止や早期の車線開放等を可能とするサービス。

■ 車線規制の情報 ■ 路上障害情報
（故障車、事故車からの発信情報）

車両や自動車会社の管理センター等から
エアバッグ作動情報等を道路管理者に連絡
【故障車、事故車からの発信情報】

路上障害情報
（障害の疑い［初期段階］、障害の内容、
区間［道路管理者確認後］）

＜メリット＞
・通報者の早期安全確保
・自動車の早期の路上障害対応

＜メリット＞
・自動車の早期の路上障害対応

エアバック作動情報等

テレマセンター

路車間通信
路車間通信
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 IC出口等の分流部の渋滞情報（渋滞区間、末尾等）を上流側の車両に提
供することで、早期の渋滞対応運転を実現するためのサービス。
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＜メリット＞
・自動車の早期の渋滞対応運転の実現

道路管理者が把握
している路肩渋滞

IC出口等での渋滞情報
（渋滞区間、渋滞末尾位置等）

路車間通信

検討対象の協調ITSサービス
②先読み情報提供サービス：分流部での渋滞情報提供



ETC

一般

閉鎖

ETC

一般

一般

 レーン毎の運用情報を提供することで、料金所ターミナル内での安全、円
滑な走行を実現するためのサービス。

レーン毎の運用情報
（ETC、ETC/一般混在、一般、閉鎖等）

路車間通信
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検討対象の協調ITSサービス
③先読み情報提供サービス：料金所情報提供



路車間通信
車両検知センサ

路側処理装置

本線車両の走行
速度等を把握

合流車（自動運転車）に
提供する情報を生成

合流車に本線車両の
走行速度等の情報を提供

 高速道路の合流部において、本線の交通状況をセンサで把握し、合流しよ
うとする自動運転車両に情報提供することで、円滑な合流を支援するサー
ビス。
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検討対象の協調ITSサービス
④合流支援情報提供サービス



合流支援情報提供システム
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合流支援情報提供システム

※ JAMA資料 自動運転向けITS通信 活用シーンと通信手順(案) 2018/01 版3 ユースケース６の図をもとに作成

本線交通状況を配信

本線交通状況を検知

合流車は本線車両情報をもとに
加速車線起点で本線走行車両と
横並びにならないように走行速度
を制御

加速車線

センサ～合流部起点間の距離:L(m) 【合流部起点到達時刻（T）の計算方法】
T＝センサ検知時刻+合流部への到達時間(L/V+α※)
※道路構造等による遅れ時間分(:オフセット等)

検知した速度:V(m/s)
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路側無線装置

車両検知センサ



システム構成

センサ
制御機 路側処理装置

スポット制御機

自動制御

ETC2.0フォーマット
(ID○○:･･･)

必要機器 役割

車両検知センサ • 本線走行車両の台数･車速･車長を計測。
• 車両検知センサが収集した情報を処理（データ化）。
• 路側処理装置へ送信。

路側処理装置 • 「情報提供フォーマット」に基づいた配信情報（データ）を作成。時刻情報も生成。
• スポット制御機へ送信。

路側無線装置 • 受信した情報を配信。

車載器等 • 車載器が受信，処理。 ⇒ 自動制御。

車載器等
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路側無線装置車両検知センサ



情報提供フォーマット

情報項目 内容

情報生成日時 情報生成日時

合流支援システムID 合流支援システムID（道路管理者番号＋合流部番号＋方向等）

準拠している合流支援
システムの仕様書番号

仕様書番号

システム異常 各センサ、システムの正常･異常を自動判定

情報提供範囲 対象車線

交通状況概況

（本線）上流部
過去10秒間に通過した車両の交通量、平均車速、二輪車の存
在、平均車間時間

（本線）合流部 センシングタイプ、過去10秒間の交通状況

（連結路）合流部 過去10秒間の交通量／直近3台の通過からの経過時間

（本線）下流部 合流部下流側の交通状況（道路管理者情報を活用）

気象状況 合流部付近の天候、降水･降雪量

基本情報（合流部）
合流方向、加速車線長、加速車線の車線数、情報提供位置～加速車線起点までの距
離、ハードノーズ部の緯度･経度

基本情報（本線部） センサ設置位置～合流部起点までの距離

到達計算時刻情報
対象車両台数、車両No、合流部到達時刻（計算値）、車線情報、情報信頼度、車長、
速度、二輪車の該当、前方車両との車間時間、計測時刻、加速車線起点部からの距離
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車両検知センサの精度確認
【実験概要】

進行方向

12m

上流断面 下流断面

真値計測：ハイスピード
カメラ（6,000fps）

 国総研試験走路 【2019.6】
評価項目： 速度、車長

センサ設置
区間

 実道（阪神高速道路 京橋PA付近） 【2019.7】
評価項目： 速度、車長、車間時間、車両検知率
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計測誤差（km/h）

平均値 -0.166 km/h

平均値
（絶対値）

0.224 km/h

標準偏差 0.301 km/h

※ 計測誤差は、計測値（各センサで計測した速度）から真値（ハイスピードカメラで計測した速度）を減じた値

走行回数（回）

車両検知センサの精度確認
【国総研試験走路での実験結果の例：速度の計測誤差】

15



（合流支援情報提供システム）実証実験
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SIP 自動運転での検討事項（例）
 自動運転システムの開発・検証（実証実験）

－ 合流支援サービスの実証実験
－ 地方部等における移動・物流サービスの社会実装に関する実証実験
－ 自動運転に係る交通環境情報を中心としたデータ連携等に関する実証実験等

 自動運転実用化に向けた基盤技術開発

－ 交通環境情報利活用に係る技術
－ 安全性評価技術
－ その他の基盤技術

共同研究で構築した合流支援情報提供システム案の有効性を
検証するために、内閣府SIP(自動運転）と連携し、2020年3月よ
り東京臨海部において実証実験を開始。



実証実験参加者

Alphabetical order
A total of 28 institutions

 国内外の自動車メーカー、自動車部品メーカー、大学等計28機関
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実証実験の目的

実道において、「①本線交通状況の検知」、「②合流支援情報の生
成・配信」に加え、「③自動制御による合流」を実施。合流支援情報
提供システムの有効性などを検証。

（検証項目）
共同研究 ：合流支援情報提供システムの有効性（主に②の観点）

実験参加者：自動車側の制御システムの有効性（③の観点）

②合流支援情報の生成・配信

①本線交通状況の検知
③自動制御による合流
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路側無線装置

車両検知センサ



実証実験

料金所 本線

 首都高速道路 空港西料金所
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車両検知センサ

カメラ①②③

カメラ④

路側無線装置
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路側無線装置

カメラ④

カメラ①②③

ハードノーズ端車両検知センサ

料金所

実証実験



C社

B社

A社
（下流側）

D社

E社

情報生成・配信にはA社のセンサーのみを使用

A社
（上流側）
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路側無線装置車両検知センサ

実証実験



共同研究での検証項目（例）

生成される「合流部到達時刻」の正確性確認

 （3台のカメラ画像より、）個々の本線車両の「センサ位置通過か
ら合流部到達までの時間」を計測。

 合流支援情報提供システムで生成される「合流部到達時刻」と
比較し、正確性を確認。

センサ位置通過合流部到達
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カメラ①カメラ②カメラ③



共同研究での検証項目（例）

合流支援情報提供システム案の適用性確認

 （配信された合流支援情報を用いた）「自動制御による合流」の
可否結果を、交通状況などと関連付けて分析。

 合流支援情報提供システム案の適用性を確認

 交通に関する条件（混雑度合い、速度など）等
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カメラ④



今後の課題
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今後の課題

国内外の自動運転車両の技術開発動向を注視し、
安全で円滑な自動運転の実現に必要となる協調
ITSサービスを特定し、具体的なシステムを構築す
る。

合流支援情報提供システムについては、異なる箇
所での実験を通じ、システム導入が有効となる箇所
の条件（道路幾何構造、交通特性の観点） や、最適な
機器の配置条件（センサ位置、情報配信路側機位置等）

を特定する。
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